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第 5章 事業計画  

１ 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の提供区域の設定                      

 

（１）提供区域の設定に係る考え方                                   

子ども・子育て支援法第61条第２項の規定により、計画の策定にあたっては、地理的条件、人口、交通事情そ

の他の社会的条件、教育・保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して提供区域を

定めることとしています。 

この提供区域ごとに「教育・保育」及び「地域子ども・子育て支援事業」の「量の見込み」「確保の内容」「実

施時期」を記載します。 

 

（２）本計画における提供区域                                     

 提供区域は市域全域を基本とし、「地域子育て支援拠点事業」については中学校区とします。 

 なお、第1期川西市子ども・子育て計画においては、保育の提供区域を中学校区としていましたが、全ての中

学校区において保育施設が整備されたことに加え、保育施設が提供区域を問わず利用可能であることによって、

提供体制の確保により定員が充足しているにもかかわらず待機児童が発生する状況が同一の中学校区において

継続的に見られることから、提供区域を全域へと見直します。 

 

提供区域 区分 

市域全体 

１）教育・保育 

２）地域子ども・子育て支援事業 

・利用者支援事業 

・時間外保育事業（延長保育） 

・放課後児童健全育成事業（留守家庭児童育成クラブ） 

・子育て短期支援事業（ショートステイ） 

・乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

・育児支援家庭訪問事業及び子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

・一時預かり事業 

・病児・病後児保育事業 

・子育て援助活動支援事業（ファミリーサポートセンター） 

・妊婦に対する健康診査 

中学校区 
２）地域子ども・子育て支援事業 

・地域子育て支援拠点事業 
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２ 計画期間における人口推計                                     

 

計画の策定にあたって、教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の量の見込みの算出に必要とされる0歳か

ら11歳について、計画期間である令和2年（2020年）～令和6年（2024年）の人口推計を行いました（各年4

月1日）。 

中学校区毎の人口について以下の方法（コーホート変化率法）で算出し、積み上げた数値を市全域の人口推計

としています。 

 

①平成27年（2015年）4月1日～平成31年（2019年）4月１日時点の5年分の住民基本台帳人口から各年齢別

に翌年の同集団（＋1歳）の人口との増減率を求め、その平均値を算出 

 

②上記の増減率の平均値を、基準とする平成31年（2019年）4月1日時点の年齢別人口に乗じ、令和2年（2020

年）～令和6年（2024年）各年齢の推計者数を算出 

 

③0歳児については、平成27年（2015年）4月1日～平成31年（2019年）4月１日時点の5年分の住民基本台

帳人口から婦人子ども比の平均値を算出し、各年に適用 

各年4月１日時点 

年齢 

実績 推計 

令和元年 

（2019年） 

令和2年 

（2020年） 

令和3年 

（2021年） 

令和4年 

（2022年） 

令和5年 

（2023年） 

令和6年 

（2024年） 

0歳 984 986 965 942 921 901 

1歳 982 1,033 1,037 1,016 990 968 

2歳 1,141 1,017 1,067 1,073 1,052 1,024 

小計 3,107 3,036 3,069 3,031 2,963 2,893 

3歳 1,184 1,178 1,052 1,103 1,109 1,086 

4歳 1,227 1,206 1,202 1,074 1,123 1,130 

5歳 1,285 1,239 1,219 1,217 1,087 1,134 

小計 3,696 3,623 3,473 3,394 3,319 3,350 

6歳 1,272 1,295 1,249 1,229 1,229 1,097 

7歳 1,352 1,285 1,308 1,265 1,243 1,245 

8歳 1,376 1,358 1,291 1,316 1,272 1,251 

9歳 1,319 1,385 1,366 1,301 1,324 1,282 

10歳 1,468 1,329 1,396 1,377 1,311 1,334 

11歳 1,414 1,478 1,338 1,406 1,387 1,320 

小計 8,201 8,130 7,948 7,894 7,766 7,529 

合計 15,004 14,789 14,490 14,319 14,048 13,772 
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３ 量の見込みと提供体制の確保方策の基本的な考え方                          

 

（１）各年度における量の見込みの算定方法                               

 計画の策定にあたり、人口の推移や平成30年10月に実施した「子育て支援に関するアンケート調査」の回答

結果に加えこれまでの実績を基に、国の示す手順を基本に算出しています（詳細はそれぞれの項目に記載）。 

 

（２）提供体制の確保方策の実施時期と内容                               

①提供体制の確保方策の実施時期 

教育・保育の利用希望に対応する提供体制の確保については、「子育て安心プラン」で目標としている令和2年

度末（2020年度末）までに対応することをめざし記載しています。 

また、地域子ども・子育て支援事業のうち、放課後児童健全育成事業（留守家庭児童育成クラブ）の利用希望

に対応する提供体制の確保については、「新・放課後子ども総合プラン」で目標としている令和 3 年度末（2021

年度末）までに対応することをめざし記載しています。地域子ども・子育て支援事業の他の事業については、計

画期間中（令和 2 年度～令和 6 年度）に提供体制を確保できるよう、その内容及び実施時期を記載しています。 

 

②教育・保育の提供体制の確保方策の内容 

各年度の教育・保育の量の見込みに対する提供体制として、以下の教育・保育施設・事業などをもって確保方

策の内容としています。 

 

〇幼稚園・保育所・認定こども園・地域型保育事業・地域保育園                 

市内に立地する各幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育事業所、地域保育園の利用定員を基本とする数

値を記載しています。この上で量の見込みを充足する提供体制の確保を図るため、定員増を行う計画としていま

す。 

 

〇企業主導型保育事業 

 定員数のうち、事業実施者の従業員等が利用する「従業員枠」とは別に定員の50％以下で設定が可能な「地域

枠」を提供体制として記載しています。 



2号 2号 2号 2号 2号
3～5歳 0歳 1・2歳 3～5歳 0歳 1・2歳 3～5歳 0歳 1・2歳 3～5歳 0歳 1・2歳 3～5歳 0歳 1・2歳
3,623 986 2,050 6,659 3,473 965 2,104 6,542 3,394 942 2,089 6,425 3,319 921 2,042 6,282 3,350 901 1,992 6,243
35.6% 18.6% 43.9% 35.6% 37.6% 19.8% 45.8% 37.6% 39.5% 20.9% 47.6% 39.4% 41.5% 22.0% 49.5% 41.2% 41.5% 22.0% 49.5% 41.2%
1,289 183 899 2,371 1,305 191 963 2,459 1,340 196 994 2,530 1,377 202 1,010 2,589 1,390 198 986 2,574

保育所・認定こども園 1,136 185 779 2,100 1,196 185 779 2,160 1,280 188 812 2,280 1,280 188 812 2,280 1,280 188 812 2,280

地域型保育 0 33 100 133 0 33 100 133 0 33 100 133 0 33 100 133 0 33 100 133
企業主導型 144 54 149 347 144 54 149 347 144 54 149 347 144 54 149 347 144 54 149 347
地域保育園 41 0 25 66 41 0 25 66 41 0 25 66 41 0 25 66 41 0 25 66
計 1,321 272 1,053 2,646 1,381 272 1,053 2,706 1,465 275 1,086 2,826 1,465 275 1,086 2,826 1,465 275 1,086 2,826

保育所・認定こども園 1,136 183 779 2,098 1,196 185 779 2,160 1,280 188 812 2,280 1,280 188 812 2,280 1,280 188 812 2,280

地域型保育 0 0 95 95 0 6 100 106 0 8 100 108 0 14 100 114 0 10 100 110
企業主導型 71 0 0 71 68 0 59 127 19 0 57 76 56 0 73 129 69 0 49 118
地域保育園 41 0 25 66 41 0 25 66 41 0 25 66 41 0 25 66 41 0 25 66
計 1,248 183 899 2,330 1,305 191 963 2,459 1,340 196 994 2,530 1,377 202 1,010 2,589 1,390 198 986 2,574

-41 0 0 -41 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※企業主導型保育事業所の確保方策最大値（地域枠）は各施設の利用定員の1/2。実際の利用希望数が量の見込みを上回り提供体制の確保方策が不足する場合には新たな施設整備等を検討するほか、実際の利用希望数が量の見込みに満
たない場合には適正な提供体制の確保方策を再検討する

人口推計（人）
利用希望率

量の見込み（人）

定
員
（

人
）

確
保
方
策
（

人
）

量の見込みと確保方策の差（人）

計
3号

計

４ 教育・保育の量の見込みと提供体制の確保方策

（１）保育施設の量の見込みと実施しようとする提供体制の確保方策
・人口推計　　コーホート変化率法により算出（P2参照）
・利用希望率　平成30年度に実施した川西市子育てに関するアンケート調査から得られたニーズ量を、第1期子ども・子育て計画における計画値と実績値のギャップを勘案し補正するなど
　　　　　　　し、保育ニーズ最大値として設定。令和5年まで増加が続くものと想定している
・量の見込み　人口推計と利用希望率の積
・確保方策　　既存の施設定員数と増加を見込む施設の定員数の和の内、量の見込みを受け入れるのに必要とされる数値

【確保方策の考え方】
令和4年度に保育施設の新設による90人の定員増を図ることに加え、認定こども園の2号認定に関し、令和3年度に60人、令和4年度に30人の定員変更による定員増を行う。

年度 令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度） 令和6年度（2024年度）
3号

計
年齢

認定区分 3号
計

3号
計

3号
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2号 計 2号 計 2号 計 2号 計 2号 計

7.9% 58.6% 8.5% 57.4% 9.0% 56.1% 9.6% 54.9% 9.6% 54.9%
286 2,123 295 1,993 305 1,904 319 1,823 322 1,840

幼稚園・認定こども園
確認を受けない幼稚園

計

幼稚園・認定こども園
確認を受けない幼稚園

計
確保方策-量の見込み 0 0 0 0 0

989
2,123 1,993 1,904 1,823 1,840

確
保
方
策

1,134 1,004 915 834 851
989 989 989 989

定員数-量の見込み 742 772 761 742 625

1,540
2,865 2,765 2,665 2,565 2,465

定
員
数

1,325 1,225 1,125 1,025 925
1,540 1,540 1,540 1,540

量の見込み 1,837 1,698 1,599 1,504 1,518
利用希望率 50.7% 48.9% 47.1% 45.3% 45.3%
人口推計 3,623 3,473 3,394 3,319 3,350
認定区分 1号 1号 1号 1号 1号

（２）教育施設の量の見込みと実施しようとする提供体制の確保方策
・人口推計　　コーホート変化率法により算出（P2参照）
・利用希望率　平成30年度に実施した川西市子育てに関するアンケート調査から得られたニーズ量を、第1期子ども・子育て計画における計画値と実績値のギャップを勘案し補正するなど
　　　　　　　し、教育ニーズ最小値として設定。令和5年まで減少が続くものと想定している
・量の見込み　人口推計と利用希望率の積
・確保方策　　量の見込みを受け入れるのに必要とされる数値

※2号認定…2号認定のうち、幼児期の学校教育（幼稚園）の利用希望が強いと想定される人
※幼稚園・認定こども園、確認を受けない幼稚園の定員…「幼稚園」には市立幼稚園の利用定員、「認定こども園」には市立及び民間認定こども園の利用定員を計上。また、「確認を受けな
　い幼稚園」には、子ども・子育て新制度に移行していない幼稚園の定員数を計上している

【確保方策の考え方】
・令和3年度以降、利用定員の見直し等を行います。

年度 令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度） 令和6年度（2024年度）
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５　地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保方策

（１）利用者支援事業
【事業概要】
子ども、またはその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を行う事業で、いず
れかの類型を選択して実施します。

①特定型　　　待機児童の解消等を図るため、教育・保育施設や事業を円滑に利用できるよう支援を行う
②基本型　　　特定型に加えて、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を提供している関係機関との連絡調整等を行う
③母子保健型　妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に関する様々な悩み等に円滑に対応するため、保健師等が専門的な見地から相談支援等を実施し、切れ目ない支援体制
　　　　　　　を構築する

【量の見込みの考え方】
就学前児童の教育・保育施設をはじめとする子育て支援事業へのニーズは増加し、地域型保育事業や企業主導型保育事業などの新たな形態の施設が開設され、また、地域の子育て支援事業も
多様化することにより、利用者の個別ニーズに沿った情報提供や相談を提供する必要性は今後も継続するものと想定します。

【確保方策の考え方】
幼児教育保育課、こども・若者ステーション及び保健センターにおいて、引き続き特定型、基本型、母子保健型の利用者支援事業を実施します。

（１）利用者支援事業
年度 令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度） 令和6年度（2024年度）

確保方策（実績箇所数） 3 3 3 3

576

（２）時間外保育事業（延長保育）
【事業概要】
保育認定を受けた子どもについて、認可保育所や認定こども園等で、通常の保育時間を超えて延長して保育を実施する事業です。

【量の見込みの考え方】
令和2年度の量の見込みは平成27年度～平成30年度の平均値とし、就学前人口の変化と同様に推移するものと想定します。

【確保方策の考え方】
時間外保育事業は、各施設に在籍する児童が利用する事業であり、各施設において実質的に定員の設定を行っておらず、申請に応じてすべての児童が利用します。

年度 令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度） 令和6年度（2024年度）
量の見込み 615 604 593 580

0

確保方策 615 604 593 580 576

確保方策-量の見込み 0 0 0 0
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〈市全域〉

量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－①

１年生 466 466 0 482 482 0 501 501 0 540 540 0 486 486 0
２年生 378 378 0 411 411 0 425 425 0 442 442 0 476 476 0
３年生 298 298 0 278 278 0 303 303 0 313 313 0 328 328 0
４年生 145 138 △ 7 161 161 0 149 149 0 163 163 0 165 165 0
５年生 46 42 △ 4 37 37 0 41 41 0 39 39 0 40 40 0

６年生 13 12 △ 1 10 10 0 7 7 0 7 7 0 7 7 0

合計 1,346 1,334 △ 12 1,379 1,379 0 1,426 1,426 0 1,504 1,504 0 1,502 1,502 0

※　確保方策の左欄は、各クラブにおける利用登録の上限定員。

〈小学校区別〉

量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－①

１年生 35 35 0 29 29 0 37 37 0 35 35 0 32 32 0
２年生 19 19 0 31 31 0 25 25 0 32 32 0 31 31 0
３年生 25 25 0 15 15 0 24 24 0 19 19 0 25 25 0
４年生 8 8 0 13 13 0 8 8 0 12 12 0 10 10 0
５年生 3 3 0 2 2 0 4 4 0 2 2 0 3 3 0

６年生 0 0 0 1 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0

合計 90 90 0 91 91 0 98 98 0 101 101 0 101 101 0

量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－①

１年生 25 25 0 24 24 0 25 25 0 29 29 0 23 23 0
２年生 26 26 0 22 22 0 21 21 0 22 22 0 25 25 0
３年生 8 8 0 20 20 0 17 17 0 16 16 0 17 17 0
４年生 8 1 △ 7 4 4 0 10 10 0 9 9 0 8 8 0
５年生 2 0 △ 2 2 2 0 1 1 0 3 3 0 2 2 0

６年生 1 0 △ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0

合計 70 60 △ 10 72 72 0 74 74 0 79 79 0 76 76 0

量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－①

１年生 45 45 0 40 40 0 51 51 0 45 45 0 50 50 0
２年生 33 33 0 40 40 0 35 35 0 45 45 0 40 40 0
３年生 37 37 0 26 26 0 31 31 0 27 27 0 35 35 0
４年生 16 16 0 19 19 0 14 14 0 16 16 0 14 14 0
５年生 7 7 0 4 4 0 5 5 0 4 4 0 4 4 0

６年生 3 3 0 2 2 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0

合計 141 141 0 131 131 0 137 137 0 138 138 0 144 144 0

（３）放課後児童健全育成事業（留守家庭児童育成クラブ）

【事業概要】
保護者等が就業等により昼間家庭にいない小学生を対象に、授業が終わった後や学校の休業期間等において、適切な遊びや生活の場を提供し、指導員の活動支援のもと児童の健全育成を図る事業です。

【量の見込みの考え方】
各小学校の１年生の申請率及び2年生以上の継続率を元に算出し、当該数値に「幼児教育・保育の無償化」の影響を考慮した量を見込み算出しています。

【確保方策の考え方】
学校の余裕教室・特別教室等既存施設の活用を基本としつつ、民間誘致等により待機児童の解消を図ります。

144

確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策②

令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2022年度） 令和6年度（2023年度）

79

101

加茂
令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2022年度） 令和6年度（2023年度）

確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策②

1,629

久代
令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2022年度） 令和6年度（2023年度）

確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策②

令和6年度（2023年度）

確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策②

96 101 101 101

令和2年度（2020年度）

1,635

合計

川西

144 144

令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度）

1,520 1,635 1,635

144 144

令和5年度（2022年度）

60 79 79 79

確保方策②
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量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－①

１年生 29 29 0 35 35 0 27 27 0 36 36 0 30 30 0
２年生 23 23 0 25 25 0 31 31 0 24 24 0 32 32 0
３年生 13 13 0 18 18 0 19 19 0 24 24 0 18 18 0
４年生 10 10 0 7 7 0 9 9 0 10 10 0 12 12 0
５年生 3 3 0 3 3 0 2 2 0 2 2 0 3 3 0

６年生 2 2 0 1 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0

合計 80 80 0 89 89 0 89 89 0 96 96 0 95 95 0

量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－①

１年生 32 32 0 42 42 0 45 45 0 50 50 0 45 45 0
２年生 27 27 0 29 29 0 38 38 0 41 41 0 45 45 0
３年生 21 21 0 20 20 0 22 22 0 29 29 0 31 31 0
４年生 8 8 0 11 11 0 10 10 0 11 11 0 15 15 0
５年生 3 1 △ 2 2 2 0 3 3 0 3 3 0 3 3 0

６年生 0 0 0 1 1 0 0 0 0 1 1 0 1 1 0

合計 91 89 △ 2 105 105 0 118 118 0 135 135 0 140 140 0

量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－①

１年生 48 48 0 51 51 0 57 57 0 60 60 0 58 58 0
２年生 43 43 0 45 45 0 47 47 0 53 53 0 55 55 0
３年生 37 37 0 33 33 0 34 34 0 36 36 0 41 41 0
４年生 19 19 0 24 24 0 22 22 0 23 23 0 24 24 0
５年生 1 1 0 4 4 0 6 6 0 5 5 0 5 5 0

６年生 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0

合計 148 148 0 157 157 0 167 167 0 178 178 0 184 184 0

量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－①

１年生 16 16 0 22 22 0 19 19 0 21 21 0 16 16 0
２年生 21 21 0 15 15 0 21 21 0 18 18 0 20 20 0
３年生 10 10 0 15 15 0 10 10 0 15 15 0 13 13 0
４年生 6 6 0 6 6 0 9 9 0 6 6 0 9 9 0
５年生 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0

６年生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 54 54 0 58 58 0 59 59 0 61 61 0 58 58 0

量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－①

１年生 33 33 0 37 37 0 38 38 0 33 33 0 38 38 0
２年生 35 35 0 32 32 0 35 35 0 36 36 0 32 32 0
３年生 16 16 0 22 22 0 20 20 0 22 22 0 23 23 0
４年生 13 13 0 10 10 0 13 13 0 12 12 0 13 13 0
５年生 7 7 0 6 6 0 5 5 0 6 6 0 5 5 0

６年生 2 2 0 2 2 0 2 2 0 1 1 0 2 2 0

合計 106 106 0 109 109 0 113 113 0 110 110 0 113 113 0

132

63

多田東
令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2022年度） 令和6年度（2023年度）

確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策②

確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策②

令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2022年度） 令和6年度（2023年度）

148 188 188 188 188

140 140 140 14089

明峰
令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2022年度） 令和6年度（2023年度）

確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策②

96

川西北
令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2022年度） 令和6年度（2023年度）

確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策②

桜が丘
令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2022年度） 令和6年度（2023年度）

確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策②

63 63 63 63

132 132 132 132

多田

96 9696 96
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量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－①

１年生 10 10 0 12 12 0 14 14 0 17 17 0 17 17 0
２年生 10 10 0 8 8 0 10 10 0 12 12 0 15 15 0
３年生 6 6 0 7 7 0 6 6 0 7 7 0 9 9 0
４年生 5 5 0 3 3 0 3 3 0 3 3 0 3 3 0
５年生 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６年生 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 32 32 0 31 31 0 33 33 0 39 39 0 44 44 0

量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－①

１年生 9 9 0 14 14 0 14 14 0 20 20 0 19 19 0
２年生 9 9 0 8 8 0 12 12 0 12 12 0 17 17 0
３年生 12 12 0 7 7 0 6 6 0 9 9 0 9 9 0
４年生 2 2 0 6 6 0 3 3 0 3 3 0 3 3 0
５年生 1 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0

６年生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 33 33 0 35 35 0 36 36 0 44 44 0 48 48 0

量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－①

１年生 15 15 0 13 13 0 15 15 0 20 20 0 14 14 0
２年生 12 12 0 13 13 0 11 11 0 13 13 0 17 17 0
３年生 12 12 0 9 9 0 10 10 0 8 8 0 10 10 0
４年生 2 2 0 6 6 0 4 4 0 5 5 0 4 4 0
５年生 1 1 0 0 0 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0

６年生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 42 42 0 41 41 0 41 41 0 47 47 0 46 46 0

量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－①

１年生 14 14 0 16 16 0 12 12 0 22 22 0 12 12 0
２年生 17 17 0 12 12 0 14 14 0 10 10 0 19 19 0
３年生 7 7 0 13 13 0 9 9 0 11 11 0 7 7 0
４年生 7 7 0 3 3 0 7 7 0 4 4 0 5 5 0
５年生 4 4 0 2 2 0 0 0 0 2 2 0 1 1 0

６年生 2 2 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 51 51 0 47 47 0 42 42 0 49 49 0 44 44 0

量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－①

１年生 41 41 0 45 45 0 37 37 0 28 28 0 22 22 0
２年生 30 30 0 36 36 0 40 40 0 32 32 0 24 24 0
３年生 30 30 0 23 23 0 28 28 0 31 31 0 25 25 0
４年生 12 12 0 16 16 0 12 12 0 15 15 0 16 16 0
５年生 2 2 0 3 3 0 4 4 0 3 3 0 4 4 0

６年生 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0

合計 115 115 0 123 123 0 122 122 0 110 110 0 92 92 0

115

96

けやき坂
令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2022年度） 令和6年度（2023年度）

確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策②

48

清和台南
令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2022年度） 令和6年度（2023年度）

確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策②

確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策②

令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2022年度） 令和6年度（2023年度）

48 48 48 48 48

確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策②

令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2022年度） 令和6年度（2023年度）

48 48 48 48 48

緑台
令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2022年度） 令和6年度（2023年度）

確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策②

115 115 115 115

48 48 48 48

96 96 96 96

陽明

清和台
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量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－①

１年生 51 51 0 48 48 0 48 48 0 59 59 0 43 43 0
２年生 28 28 0 40 40 0 37 37 0 37 37 0 47 47 0
３年生 21 21 0 18 18 0 27 27 0 25 25 0 25 25 0
４年生 11 11 0 10 10 0 9 9 0 13 13 0 12 12 0
５年生 3 3 0 3 3 0 3 3 0 3 3 0 4 4 0

６年生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 114 114 0 119 119 0 124 124 0 137 137 0 131 131 0

量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－①

１年生 40 40 0 37 37 0 44 44 0 51 51 0 54 54 0
２年生 21 21 0 35 35 0 33 33 0 39 39 0 45 45 0
３年生 30 30 0 14 14 0 25 25 0 23 23 0 28 28 0
４年生 10 10 0 16 16 0 7 7 0 13 13 0 12 12 0
５年生 3 3 0 3 3 0 4 4 0 2 2 0 3 3 0

６年生 1 1 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0 0 0 0

合計 105 105 0 106 106 0 114 114 0 129 129 0 142 142 0

量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－① 量の見込み① ②－①

１年生 23 23 0 17 17 0 18 18 0 14 14 0 13 13 0
２年生 24 24 0 20 20 0 15 15 0 16 16 0 12 12 0
３年生 13 13 0 18 18 0 15 15 0 11 11 0 12 12 0
４年生 8 8 0 7 7 0 9 9 0 8 8 0 5 5 0
５年生 5 5 0 2 2 0 2 2 0 2 2 0 2 2 0

６年生 1 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 74 74 0 65 65 0 59 59 0 51 51 0 44 44 0

74 65 64 64 64

令和6年度（2023年度）

確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策②
北陵

令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2022年度）

120 120 120 129 136

131

牧の台
令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2022年度） 令和6年度（2023年度）

確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策②

東谷
令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2022年度） 令和6年度（2023年度）

確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策② 確保方策②

143 152 153 144
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（４）子育て短期支援事業（ショートステイ）
【事業概要】
保護者の疾病や仕事等により、家庭において養育を受けることが一時的に困難になった児童について、児童福祉施設等に入所させ、短期間児童を預かる事業です。

【量の見込みの考え方】
令和2年度の量の見込みは平成27年度～平成30年度の平均値とし、令和3年度以降は小学生以下の人口の変化と同様に推移するものと想定します。

【確保方策の考え方】
市内に当該事業を実施する児童福祉施設等はありませんが、近隣市町の施設を活用し、社会的な事由により養育が一時的に困難になった児童や、緊急一時的に保護を必要とする母子を一定期
間養育保護することにより、児童及び家庭の福祉の向上を図ります。

年度 令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度） 令和6年度（2024年度）

確保方策-量の見込み

123
実施箇所数 近隣市町の施設を利用
確保方策 132 129 127 125 123

量の見込み 132 129 127 125

（５）乳幼児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）
【事業概要】
生後４か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、乳児及びその保護者の心身の状況ならびに養育環境の把握を行い、子育てに関する情報提供を行うとともに、支援が必要な家庭に対して
適切なサービスの提供に結びつける事業です。

【量の見込みの考え方】
量の見込みは、推計児童数における各年の0歳児数とします。

【確保方策の考え方】
生後４か月までの乳児のいる全家庭を訪問し、面会できなかった児童については、保健センター等の関係機関と連携し、現認に努めます。
また、支援が必要な家庭に対しては適切な子育て支援情報の提供や、専門機関との連携によって対応します。

年度 令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度） 令和6年度（2024年度）

0 0 0 00

901量の見込み 986 965 942 921

確保方策
（実施体制）

実施機関：こども・若者ステーション
実施体制：保育士
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（６）育児支援家庭訪問事業、子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業
①育児支援家庭訪問事業
【事業概要】
児童の養育を行うために支援が必要でありながら、何らかの理由により子育てに係るサービスが利用できない家庭に対し、養育に関する専門的な相談指導・助言、家事等の養育支援を行う育
児支援ヘルパーの派遣を行います。また、出産前で特に支援が必要と認められる妊婦に対しても同様の支援を行います。

【量の見込みの考え方】
令和2年度の量の見込みは平成27年度～平成30年度の平均値とし、令和3年度以降は0歳児の人口の変化と同様に推移するものと想定します。

【確保方策の考え方】
児童虐待の未然防止、早期発見のために関係機関と定期的に情報共有を行い、支援を必要とする家庭に対しては、保健師や保育士等の訪問による養育相談や支援、ヘルパー派遣による家事・
育児援助を行います。

年度 令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度） 令和6年度（2024年度）
65

確保方策（実施体制） 実施機関：健幸政策室、こども・若者ステーション　実施体制：ケースに応じて保健師または保育士が訪問
量の見込み 72 70 68 66

②子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業
【事業概要】
要保護児童対策協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、調整機関職員やネットワーク構成員（関係機関）の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化や地域住
民への周知を図る取り組みを実施する事業です。

【確保方策の考え方】
調整機関職員や要保護児童対策協議会構成員が資質向上を図る研修を受講するとともに、児童虐待防止につながる子育て支援等についての講演会を開催し地域住民への周知を図ります。
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量 全域
拠点
市独自

量 川西南

拠点
市独自

量 川西

拠点
市独自

量 明峰
拠点
市独自

量 多田
拠点
市独自

量 緑台
拠点
市独自

量 清和台
拠点
市独自

量 東谷
拠点
市独自

確

確
1 1 1 1 1
0 0 0 0 0

確
1 1 1 1 1
0 0 0 0 0

確
0 1 1 1 1
2 1 1 1

確
1 1 1 1 1
1 1 1 1 1

確
4 4 4 4 4
0 0 0 0 0

確

確
2 2 2 2 2
0 0 0 0 0

9 11 11 11 11
4 2 2 2 2

9,101

9,239 8,774 8,310 7,697

4,659 4,552 4,413 4,206 3,974

8,363 7,794 7,356 7,080

1

0 1 1 1 1
1 0 0 0 0

11,938

8,632 8,392 8,020 7,690

11,747 11,327 10,965 10,589

（７）地域子育て支援拠点事業
【事業概要】
公共施設や保育所等の地域の身近な場所で、子育て中の親子の交流や子育てに関する情報提供等、不安や悩みの相談等ができる場所を提供する事業です。

【量の見込みの考え方】
令和2年度以降、3号認定を除いた0歳-2歳児の変化と同様に推移するものと想定します。

【確保方策の考え方】
令和3年度に、未設置となっている清和台中学校区及び明峰中学校区への設置を図ります。

年度 令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度） 令和6年度（2024年度）

45,231

3,780 3,944 3,931 3,901 3,677

6,707 6,060 5,408 5,078 4,771

52,537 50,039 47,836 45,478

8,609

10,044
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1号認定

2号認定

計

一時預かり事業
子育て援助活動支援事業
子育て短期支援事業

（８）一時預かり事業（幼稚園等の在園児を対象）
【事業概要】
家庭において保育を受けることが一時的に困難となった園児について、通常の教育時間の前後や長期休業期間中等、主に昼間において幼稚園等で一時的に預かる事業です。

【量の見込みの考え方】
令和2年度以降、2号認定の増加割合及び1号認定の減少割合と同様に推移するものと想定します。

【確保方策の考え方】
当事業を実施する幼稚園等では、在園児の利用希望について、それぞれの園で対応することとなります。

年度 令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度） 令和6年度（2024年度）
4,711 4,355 4,094 3,856 3,892

量

47,461 48,455 50,144 51,706

47,85046,05044,10042,750 48,300

52,192

386
0 0 0 0

（９）一時預かり事業（保育所、ファミリーサポートセンター等）
【事業概要】
家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児、または幼児について、主として昼間において、認定こども園・保育所、その他の場所において一時的に預かり、必要な保護を行
う事業です。

【量の見込みの考え方】
令和2年度はこれまでの実績値の平均値とし、令和2年度以降、就学前の保育ニーズの変化と同様に推移するものと想定します。

【確保方策の考え方】
一時預かり事業を、特定教育・保育施設及び地域型保育事業所等で実施します。

年度 令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度） 令和6年度（2024年度）
5,534量の見込み 5,097 5,286 5,439 5,566

0
確保方策-量の見込み 0 0 0 0 0

確
4,742 4,918 5,060 5,178 5,148
355 368 379 388

確保方策
確保方策-量の見込み

47,461 48,455 50,144 51,706 52,192
0 0 0 0 0
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病児・病後児保育事業
子育て援助活動支援事業

計

低学年
高学年
計

（10）病児・病後児保育事業
【事業概要】
病気や病気回復期にあり集団保育が困難な児童を、保護者の就労等の理由で保育できない際に、保育施設等に設置された専用室で預かる事業です。

【量の見込みの考え方】
令和2年度の量の見込みは平成27年度～平成30年度の平均値とし、令和3年度以降は就学前の保育ニーズの変化と同様に推移するものと想定します。

【確保方策の考え方】
現在、病気やけがの病中から児童の保育を実施する病児・病後児保育事業は１日あたり３名の定員で実施しています。

年度 令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度） 令和6年度（2024年度）
234

216 224 230 235 234
量の見込み 216 224 230 235

0

（11）子育て援助活動支援事業（ファミリーサポートセンター）（就学児）
【事業概要】
子育ての援助をしたい人（協力会員）と援助をしてほしい人（依頼会員）が会員となり、地域の中で助け合いながら子どもを自宅で預かる等の子育て援助活動をする組織の会員相互の連絡・
調整を行う事業です。

【量の見込みの考え方】
令和2年度以降、就学児童の留守家庭児童育成クラブのニーズの変化と同様に推移するものと想定します。

【確保方策の考え方】
ファミリ-サポートセンターにおける相互援助活動を実施することにより、仕事と育児を両立し安心して働くことができる環境を整備し、地域の子育て支援を行います。また、預かり中の子
どもの安全対策のため、協力会員への講習会等を実施します。ファミリーサポートセンターについてのＰＲを強化し、相互援助活動を担う協力会員の確保に努めます。

年度 令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度） 令和6年度（2024年度）

確保方策-量の見込み 0 0 0 0

105

確保方策 819 896 929 980

量
791 830 875

896 929

確保方策-量の見込み 0

980 977

771
103
819

0 0

105 99 105

977

0 0 0 0 0
216 224 230 235 234

確

0 0

872
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受診者数
健診回数

1,458
量

1,595 1,561 1,524 1,490

（12）妊婦に対する健康診査
【事業概要】
母子保健法第13条に基づき、妊婦の健康管理の充実と経済的負担の軽減を図るため、必要な回数の妊婦健康診査を受けられるよう、妊婦健康診査費の助成を実施する事業です。

【量の見込みの考え方】
令和2年度以降、0歳児人口の変化と同様に推移するものと想定します。

【確保方策の考え方】
産科または婦人科の医療機関及び助産所（国内）において実施した妊婦健康診査費の助成を実施します。

年度 令和2年度（2020年度） 令和3年度（2021年度） 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度） 令和6年度（2024年度）

確保方策

実施場所：産科または婦人科の医療機関及び助産所（国内）
実施体制：兵庫県内協力医療機関及び助産所で受診・・助成券
 　　　　 兵庫県内協力医療機関及び助産所以外で受診・・償還払い
検査項目：妊婦健康診査にかかる検査項目

12,616 12,347 12,053 11,784 11,528
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（13）実費徴収に係る補足給付を行う事業

【事業概要】
子ども・子育て支援新制度における利用者負担額は、世帯の所得状況その他の事情を勘案して国が定める水準を限度として、実施主体である市が定めることとされています。この利用者負担
額のほか、教育・保育施設等によっては日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用、または行事への参加に要する費用（実費徴収等）や上乗せ徴収を行う場合があ
ります。
本事業は、保護者の世帯所得の状況等を勘案し、教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき実費徴収等について、低所得者の負担軽減を図るため、公費による補助を行うものです。

【確保方策の考え方】
平成２７年度から、支給認定子どもの保護者のうち、生活保護世帯等を対象に、給食費及び日用品、文房具等または行事への参加に要する費用の補助を実施しています。低所得者の負担軽減
を図るため、引き続き補助を実施します。

（14）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業

【事業概要】
保育の受け皿拡大や子ども・子育て支援新制度の円滑な施行のためには、多様な事業者の能力を活かしながら、保育所、地域型保育等の設置を促進していくことが必要です。
新たに設置・開設した施設が事業を安定的かつ継続的に運営し、利用者との信頼関係を築いていくためには一定の期間が必要であることから、新規事業者が事業を円滑に運営していくことが
できるよう支援、相談・助言、さらには他の事業者の連携施設のあっせん等を行うものです。

【確保方策の考え方】
平成２８年度から地域型保育事業施設を対象に、事業を円滑に運営していくことが できるよう、保育内容や指導法等の総合的な指導を行っています。
また、地域型保育事業における、連携施設のあっせんなどについても、必要に応じて実施できるよう検討します。　
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第1期川西市子ども・子育て計画の成果（第6章）

　第1期子ども・子育て計画では、市立幼稚園児の減少や施設の老朽化・耐震化対策などのため、合計9施設のあ
り方を見直し、一体化・廃園を進めてきたが、公立教育・保育施設を取り巻く状況については、以前にも増して大
きな変化が見られる。根拠法　次世代育成支援対策推進法

目的　　少子化対策・子育て支援

開園　2018年4月1日
定員　1号認定70人、2・3号認定60人
機能　地域子育て支援拠点・一時保育

開園　2019年4月1日
定員　1号認定170人、2・3号認定60人
機能　地域子育て支援拠点・一時保育

開園　2020年4月1日（予定）
定員　1号認定70人、2・3号認定60人
機能　※将来一時保などに転用可能な設備有

開園　2022年4月1日（予定）
定員　1号認定100人、2・3号認定80人

根拠法　子ども・子育て支援法
目的　　待機児童対策（提供体制の確保）

根拠法　　　　　　　　ー
目的　　公立教育・保育施設の課題への対応

資料2
第2期川西市子ども・子育て計画第6章

市立幼稚園、保育所及び認定こども園のあり方について（案）

2・3号認定定員は利用希望者数と定員との差が小さいのに対し、1号認定定員は利用希望に比べ過多の状況にあり、今後も差が開
く見込み。

いずれも定員に満たず、特に久代を除く3施設において児童数は減少傾向が続いている（上表「定員」は利用定員）。

いずれも弾力的な運用により定員を超えて児童を受け入れている。

松風幼稚園は「向陽台あすのこども園」創設後に廃園

いずれも弾力的な運用により2・3号認定については、概ね定員を超えた受け入れを行っている。1号認定については、特に川西幼稚
園（認定こども園移行予定）において在籍児童数の顕著な減少が見られるが、認定こども園へ移行した園は在園児童数が拡大傾向
にあり、川西幼稚園も2020年に移行予定。

（仮称）市立加茂
こども園整備事業

（仮称）市立川西
こども園整備事業

（仮称）市立川西北
こども園整備事業

東谷中学校区
市立幼・保一体化
施設整備事業

1,245 1,289 1,305
1,193 1,321 1,321

52△ 32 16
2,337 2,123 1,993
2,855 2,865 2,865

518 742 872

施設名 2015 2016 2017 2018 2019

2019 2020 2021

久代（定員：90） 78 89 66 61 62
多田（定員：60） 54 49 46 48 33
清和台（定員：60） 71 51 35 37 28
東谷（定員：90） 66 64 56 60 46

施設名 2015 2016 2017 2018 2019
川西南（定員：80） 83 85 85 82
小戸（定員：90） 86 100 99 98
多田（定員：110） 121 120 121 120
川西中央（定員：60） 66 66 66 67

80

87

69

76

68

100
120

70

施設名 認定 2015 2016 2017 2018 2019
加茂こども園
（定員1号170 2・3号 60）

（定員1号70 2・3号 60）

（定員1号100 2・3号 80）

（定員1号70 2・3号 60）

１号 129 146 135 144 129
2・3号 60 64 66 64

川西こども園 １号 25 36 27 21 25
2・3号 65 66 66 66

川西北こども園 １号 64 64 57 49 56
2・3号 81 81 78 78

牧の台みどりこども園 １号 39 36 30 61 80
2・3号 65 61 60 58

就学前児童の人口推計及び利用希望に関する動向（人）※企業主導型保育事業所等全定員込含む１

川西市子ども・子育て計画の構造１

第1期計画第6章の基本方針２

計画期間中の主な取り組み
事業名 事業着手前対象施設 整備方針

一体化

事業実施後整備施設

３

取り組み実施による成果４

幼保一体化を進める施設の配置
▶公立幼稚園と保育所の幼保連携型認定こども園への移行促進

１

拠点施設の整備
▶地域の拠点として適切な公立施設の配置

２

安全・安心の施設整備
▶耐震対策やバリアフリー化、アレルギー対策など、安全で安心できる施設整備を行い、一時預かりや子育て支援
　などを実施

３

公立教育・保育施設を更新・耐震化
▶すべての公立教育・保育施設耐震化完了の見通しがついたほか、新たな施設が整備されたことにより、児童の快
　適な教育・保育環境を確保

１

地域子育て支援拠点を充実
▶計画期間内に4箇所の地域子育て支援拠点を整備・更新し、プレイルームなどのサービスを実施

２

こども園の強みを生かした教育・保育が可能に
▶在園児の減少によって幼稚園において課題であった「適正な規模の集団形成」が可能となったほか、1号認定3
　歳児の受け入れや午後8時までの延長保育、生後57日からの保育が可能になったことに加え、こども園に通うす
　べての子どもたちに給食を提供

３

市立幼稚園の利用状況（全児童数：4・5歳児童数）※幼保一体化予定施設を除く。5月1日時点（出典：教育要覧ほか）2

市立保育所の利用状況（0～5歳児童数）※幼保一体化予定施設を除く。5月1日時点（出典：教育要覧ほか）3

市立認定こども園の利用状況（0～5歳児童数）※予定施設含む。太枠はこども園移行後。5月1日時点（出典：教育要覧ほか）4

現在の状況

川西市
子ども・子育て計画

次世代育成支援
対策行動計画

子ども・子育て支援
事業計画

保育所整備計画
幼稚園教育振興計画

4章

5章

6章

牧の台幼稚園 牧の台みどり
こども園緑保育所

一体化
加茂幼稚園

加茂こども園
加茂保育所

一体化

一体化

川西幼稚園
川西こども園

川西保育所

川西北幼稚園

川西北保育所
（仮称）川西北
こども園

3号施設利用希望
0～2歳児人口推計

① 1,065 1,082 1,154
3,107 3,036 3,069

3～5歳児人口推計 3,696 3,623 3,473 

3号施設定員② 1,153 1,325 1,325
② ‒①

2号施設利用希望③
2号施設定員④

④ ‒③
1号施設利用希望⑤
1号施設定員⑥

⑥ ‒⑤

88 243 171

保
育
所
機
能

保
育
所
機
能
幼
稚
園
機
能



　少子化による若年人口の減少が続く中、保育ニーズが増加することに伴い、1号認定のニーズには減少傾向が
見られる。特に市立幼稚園では平成31年度の幼児教育無償化による影響が予想され、単学級の状態やクラス人
数の減少による集団規模の問題が懸念される。今後の動向を睨みつつ、施設のあり方を検討する必要がある。

　これまで、第1期計画に基づき、幼稚園児数の減少に対応するため、幼保一体化などの取り組みを進めてきた
が、今後、「幼児教育・保育の無償化」の影響が予想され、令和2年度以降の動向によっては、公立幼稚園のあり方
について、さらなる対応の検討が求められる。
　今後のあり方については、「幼児教育・保育の無償化」の影響を見定めた上、令和2年度以降に川西市子ども・子
育て会議において協議を始める。

　いずれの施設も耐震基準は満たしているが、既存の幼稚園及び保育所の園舎は、整備から40年前後が経過し、施設
の老朽化が著しい。児童の快適な教育・保育環境を確保するため、「川西市公共施設等総合管理計画」で定める通り、
一体化のほか、残存する施設においては定期的な改修等が必要となる。

1 少子化・保育ニーズの増加に伴う市立幼稚園児童数の減少

　人口推計を見ると就学前児童は減少傾向にあるが、保育定員数は充足しない状況が続く見込みである。これま
で、民間誘致により保育定員の増を図ってきたが、整備用地等の課題から、今後の待機児童対策においては、市立
教育・保育施設の活用も含めて検討する必要がある。

2 待機児童の解消

民間の教育・保育施設では、独自の特色ある教育を行っている。それに対し、市立教育・保育施設は一定の質が確
保された教育・保育を推進し、求められる教育・保育の水準を示していく必要がある。

4 市立教育・保育施設の果たすべき役割

3 施設の老朽化

久代幼稚園 1969 旧 実施済

多田幼稚園 1972 旧 耐震性有

清和台幼稚園 1970 旧 実施済

東谷幼稚園 1976 旧 耐震性有

川西南保育所 1970 旧 耐震性有

耐震性有川西中央保育所 1982 新

小戸保育所 1976 旧 耐震性有

多田保育所 1978 旧 耐震性有

施設名 建築年度 耐震基準 耐震補強 施設名 建築年度 耐震基準 耐震補強

課題 今後の方針と取り組み

計画・施設整備の状況
スケジュール

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

総合計画

子ども・子育て計画

市立教育・保育施設整備

参考　川西市幼児教育問題審議会における市立幼稚園に関する答申（平成21年11月）
・1学年の学級数は複数が望ましい
・適正な学級規模や学級数の確保が困難な場合には、統廃合や廃園も視野に入れて検討する。再編整備にあたっては幼稚   
  園型認定こども園等の活用をめざす

教育的役割１

保護者の経済的な負担を極力減らしつつ、様々な困難を抱える家庭や障害、アレルギー等、特別な支援が必要な
児童を受け入れ、いわゆるセーフティネットの役割を果たす必要がある。

福祉的役割２

それぞれの施設と各学校との円滑な接続を図るため教育・保育施設及び地域型保育事業所、その他の認可外施
設間のコーディネーターとしての役割を担う必要がある。

施設間連携３

1 市立幼稚園児数の減少への対応

　教育・保育の視点に加え、公共施設等の適性な配置や効果的・効率的な運営の方向性を示す「川西市公共施設等
総合管理計画」及びその下位計画である「個別施設管理計画」並びに現在策定中の「学校施設長寿命化計画」に基づ
き、急速に進行する高齢化・人口減少等を踏まえながら、改修等を進めていく。

3 老朽化への対応

　これまでに引き続き、一定の質が確保された教育・保育を実践し、求められる公立の水準を示していくほか、支
援が必要な子どもや困難を抱える家庭を受け入れることに加え、子どもたちを受け入れ育む施設が多様化する
中、各学校や行政との調整を行う上で橋渡しの役割を果たし、特に就学前施設と小学校との円滑な接続をめざし
策定する「接続カリキュラム」の実施段階においては、主導的な役割を担い、いずれの施設においても実効性のあ
るカリキュラムとなるよう取り組みを進める。

4 市立教育・保育施設としての取り組み

　「幼児教育・保育の無償化」の影響を見極めた上で、各施設の方向性を適切に示すため、第2期川西市子ども・子
育て計画の中間年である令和４年度（2022年度）に第6章部分を見直し、「川西市総合計画」や「川西市公共施設
等総合管理計画」等と合わせて市立教育・保育施設のあり方について検討する。

5 計画の見直し

　待機児童解消をめざし、第5章「事業計画」の保育に関する
量の見込み及び提供体制の確保方策に基づき、施策を推進す
る。
　また、1号認定児童数が減少する場合、既存施設を有効に
活用するため、趨勢を見極めながら、認定こども園1号及び2
号認定の受け入れ数の見直し等も含めて、待機児童解消に向
けた取り組みを行う。

2 待機児童解消への取り組み

平成 31年 4月　日
市 長 協 議 資 料
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